様式第2号(第8条関係)

申請内容の概要書

(1)　団体名(正式な名称を略さず記入してください。)
	　


(2)　団体の設立年月日
	(　昭和　・　平成　・　令和　)　　　年　　　月　　　日


(3)　会員数
	全体　　　名(うち正会員　　　名、その他の会員　　　名)


※規約上、正会員とその他の会員(準会員・賛助会員・利用会員・サポーター会員など)の区分がある場合は、(　)内にそれぞれの人数を記載してください。

(4)　団体の目的(規約で定めている団体の設立目的あるいは活動の目的を記載してください。)。
	


(5)　現在の主な活動内容(現時点で団体として行っている主な活動内容を記載してください。)。また、これまでの活動実績を併せてご記入ください。
	　


(6)　今回申請する補助対象事業の概要(各年度の事業計画)

　※補助対象として申請する事業名称とその内容の予定を年度ごとに簡潔に記入してください(補助期間は、最長3年間です。2年目又は3年目に補助を希望しない場合は、その年度を空欄にしてください)。

　※新規で行う予定の事業は、【新規事業】と明示してください。
	(1年目：　　　　年度)

	(2年目：　　　　年度)

	(3年目：　　　　年度)


(7)なぜ補助対象事業に取り組むのか、解決したいと考えている地域の課題やその背景、団体としてその事業に取り組む意義などを記入してください。
	　


(8)　補助対象事業が実施されることによって得られる効果を記入してください。また、事業の効果が数字など客観的な指標として表現できる場合は、それも併せて記入してください。
	　


(9)　団体の主な財源の現状と今後の見通し
	　［現在の主な財源］

　※団体の現在の収入を①会費・寄付金、②事業収入、③補助・助成金、④受託収入に分類し、多い順に並べて示してください。

[団体の収入の全体における補助・助成金の割合]

　［今後の見通し］

　※補助期間終了後に向け、新たな財源が確保できる可能性について、今後の見通しを記入してください。




(10)　町から交付を受けた補助金等の有無

　・今年度及び過去4年度内で次の①～③のいずれかに該当する場合は、下表の各項目を記入してください。

　　①町や町教育委員会から補助金・助成金(公募補助金、その他の補助金)の交付を受けた場合

　　②町や町教育委員会と共催事業を行った場合

　　③町や町教育委員会から委託事業や指定管理業務を受託した場合

　　※金額は、既交付の場合は最終的に確定した金額を、これから交付される場合は上限額を記入してください。

　　・該当がない場合、記入は不要です。
	年度
	補助金の名称又は共催事業、委託事業等の名称
	担当課
	事業内容
	金額

(単位：千円)

	　
	　
	　
	　
	　


（11）自由アピール欄（上記以外において、団体のアピールポイントがあれば下記欄にご記入ください。
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